
チェックリスト

業者
チェッ
ク欄

役場
チェッ
ク欄

業者
チェッ
ク欄

役場
チェッ
ク欄

受付表（独自の様式可・受付印の押せるもの）
受付票はファイルに綴じずに提出してください。

業者登録カード（矢掛町独自様式）
入力票になるのでファイルに綴じずに提出してくだ
さい。

可

1
様式１-１（矢掛町独自様式）
様式１-２・様式１-３・様式１-４

不可

2 様式２ 可

3 可

4 可

5 創業から現在まで 可

6
直前２年間に請け負った主な業務について，記入の
上提出してください。

可

7 様式３（全ての支店・営業所等を記入。） 可

8
法人企業の方は法務局の証明書で，「現在事項証明書」
「履歴事項証明書」のいずれでも可能です。個人企業の
方は「住民票」です。

可

9 様式４ 不可

10
様式５（入札および契約締結の権限を委任する場合
のみ必要。）

不可

11 本籍地の市町村の証明書 可

12 本籍地の市町村の証明書 可

13 法人は法務局，個人は市町村の証明書 可

国税（消費税含む）
所轄の税務署が証明（法人税，消費税及び地方消費
税，所得税等）

不可

都道府県税 契約締結先の所在地の都道府県が発行したもの 不可

市町村税 契約締結先の所在地の市町村が発行したもの 不可

矢掛町税（代表者個人のもの） 法人代表者が矢掛町に住民登録がある場合のみ必要 不可

15
１　法人－賃借対照表，損益計算書及び利益処分に関する書類
２　個人－所得税の確定申告書（控）と青色申告の人は青色申告決算
書，白色申告の人は収支内訳書

可

16 可

17 可

18 インターネット環境整備状況調（矢掛町独自様式） 可

19
矢掛町暴力団排除条例に係る誓約書（矢掛町独自様
式）　　　　　　　本社代表者の署名，押印をして
ください。

不可

↓ ↓

※この表を申請書の最初に綴じ，必ずチェックをして提出してください。

※一部でも不足･不備な書類があった場合，受付はできません。提出の際は，十分必要書類･記載内容を御確認ください。
※左端の番号を記入したインデックス（見出し）を右端に付し，番号順に綴じること。

　ただし矢掛町独自様式については，他の様式は使用不可。

矢掛町入札参加資格審査申請書提出書類（測量・建設コンサルタント業務等）

提　　出　　書　　類
法人 個人

備　　　　　　　考 複写

受付表

業者登録カード

入札参加資格審査申請書

経営規模等総括表

登録証明書・営業許可証明書

技術者経歴書

営業の沿革

測量等実績調書

営業所一覧表

商業登記簿謄本（法人企業）又は住民票（個人
企業）

使用印鑑届

委任状

代表者身分証明書

受任者身分証明書

印鑑証明書

14 完納証明書

財務諸表

※証明書関係については，申請直前３ヶ月以内に発行されたものを提出すること。

※様式については，町ホームページ中の様式又は国土交通省統一様式等（内容が同じであれば他の官公庁申請様式も可）を使用してもかまいません。

ISO認証取得証明書

主要取引金融機関一覧表

インターネット環境整備状況調

　　　：必ず提出　　　：必要に応じて提出
矢 掛 町 使 用 欄

矢掛町暴力団排除条例に係る誓約書

 

  

 

  

  

  

  

 

  

 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

  

  

  

 

  

  

  

 

  



―

（　　　　　　　　）局　　　　　－　　　　　　　　　番

※受付番号

【注】入札・見積り・契約等に関する委任について，【委任先】の有・無
を〇で囲み，『有』の場合には委任先を記入すること。

〒

（代表者職・氏名）

（住所）

※中間年には，納税証明書等の提出が必要です。中
間年に提出がないと，平成３０年度の資格更新はで
きません。

〒

ＦＡＸ

（　　　　　　　　）局　　　　　　　－　　　　　　　　　番

【申請者】

（　　　　　　　　）局　　　　　－　　　　　　　　　番

（　　　　　　　　）局　　　　　－　　　　　　　　　番

〒

（商号又は名称）

（住所）

（電話番号）

入札（見積）に参加を希望する種類【記入必須】

10　不動産鑑定業者

11　計量証明事業者

12　水質検査

（ＦＡＸ番号）

入札参加資格審査申請書受付票（コンサル）

ＴＥＬ

２　地質調査業者

３　土地家屋調査士

４　下水道処理施設維持管理業者

申請者控

※ 受 付 番 号 受 付 印

代 表 者 氏 名

商 号

住 所

登 録 を 受 け て い る 事 業 （ 該 当 番 号 を 〇 で 囲 む ）

（　　　　　　　　）局　　　　　－　　　　　　　　　番

【委任先】

有・無

１　※印は記入しないこと
２　「入札（見積）に参加を希望する種類」の欄は登録を受けている事業のうちから，
入札（見積）に参加を希望する種類の番号を必ず○で囲むこと。

１　測量業者 ９　建設コンサルタント５　建築士事務所

６　補償コンサルタント

７　司法書士

矢掛町控

（　　　　　　　　）局　　　　　　　－　　　　　　　　　番

１　測量　　２　建築関係建設コンサルタント　　３　土木関係建設コンサルタント
４　地質調査　　５　補償関係コンサルタント　６　その他（　　　　　　　　　　　　　　　）

８　土壌汚染調査

（商号又は名称）

（ＦＡＸ番号）

（役職・氏名）

（電話番号）



業者登録カード（矢掛町）
郵便 番号

人 １級建設機械施工技師（11）

年 ２級建設機械施工技師（12）

１級土木施工管理技師（13）

登 録 部 門 直前１年度分決算 ２級土木施工管理技師（14～16）

1 測 量 業 務 千円 測　　量 １級建築施工管理技師（20）

010 2 建築関係業務 千円 建築関係 ２級建築施工管理技師（21～23）

011 3 土木関係計 ①河川砂防及び海岸 １級電気工事施工管理技師（27）

020 千円 ②港湾及び空港 ２級電気工事施工管理技師（28）

030 ③電力（発電）土木 １級管工事施工管理技師（29）

040 ④道　　路 ２級管工事施工管理技師（30）

050 ⑤鉄　　道 １級造園施工管理技師（33）

051 ⑥上水道及び工業用水道 ２級造園施工管理技師（34）

060 ⑦下水道 １級建築士          （37）

070 ⑧農業土木 ２級建築士          （38）

080 ⑨森林土木 木造建築士          （39）

090 ⑩水産土木 建　　　設          （41,42）

100 ⑪造　　園 農業「農業土木」　　（43）

110 ⑫都市計画及び地方計画 電気・電子　　　　　（44）

111 ⑬地　　質 機　　　械　　　　  （45,46）

120 ⑭土質及び基礎 水　　　道　　　　　（47,48）

130 ⑮鋼構造及びコンクリート 林　　　業　　　　　（50,51）

140 ⑯トンネル 衛生工学　　　　　  （52～54）

150 ⑰施工計画，施工設備及び積算 測量士

160 ⑱建設環境 測量士補

170 ⑲建設機械 地質調査（技術士）

180 ⑳電子・電気 その他技術者

190 その他（　　　　　　） 不動産鑑定士

200 4 地質調査業務 千円 地質調査 不動産鑑定士補

210 5 補償関係計 ①土地調査 土地家屋調査士 →

220 千円 ②土地評価 司法書士

230 ③物　　件 公共用地経験者

240 ④機械工作物 その他

250 ⑤営業補償・特殊補償 土地区画整理士

260 ⑥事業損失 →

270 ⑦補償関連

280 ⑧登記手続等

290 ⑨不動産鑑定

300

6 そ の 他 千円 その他（　　　　　　）

↓

特・般 とび・土工・コンクリート・解体（経過措置）

特・般 解体

業 者 名 役 職 名 代 表 者 名 住 所 電 話 番 号 フ ァ ッ ク ス 番 号

フ リ ガ ナ

契 約 委 任 先

本 社

ＩＳＯ認証取得
の有無いずれか
を○で囲む

9000ｼﾘｰｽﾞ  有・無

連 絡 先 14000ｼﾘｰｽﾞ 有・無

建設工事（経営事項審査結果通知書の該当部分を記入） 測量・建設コンサルタント（経営規模等総括表の該当部分を記入） 常勤の有資格技術者数等の内訳を記入してください。
建設工事 入札参加希望の注意事項

審 査 基 準 日 年　　月　　日 純支払利息比率 自己資本対固定資産比率 営業年数 年
資 格 区 分 （ コ ー ド ） 技術者数（単位：人）

資 本 金 千円 負債回転期間 自己資本比率 総資本額（R） 千円 入札参加を希望す
る順番に略称で記
入すること。

※総合評定値の評定
（経営事項審査）を
受けた建設工事のう
ちから，入札参加希
望する建設工事の種
類を略称（土木・建
築・水道等）で，希
望順（第５希望ま
で）に記入するこ
と。

総 職 員 数 総資本売上総利益率 営業キャッシュフロー 総資本純利益率（S/R*100） ％

営 業 年 数 売上高経常利益率 利益剰余金 第１希望

※
契
約
委
任
先
の
許
可
業
種
に
つ
い
て
、

許
可
区
分
の
欄
に
○
印
を
記
入
す
る
こ
と
。
（

特
・
般
）

許可区分 建設工事の種類

総合
評定
値
(Ｐ)

完成工事高
（千円）
年間平均

元請完成工事高
（千円）
年間平均

技 術 職 員 数
自己資本対固定比率（資/固*100） ％

業 種 区 分 直前１年度分決算 希望業務 第２希望

1級 基幹 2級 その他

特・般
土木一式 第３希望

建

設

業

法

流動比率（m/n*100） ％

プレストレストコンクリート
※審査対象となる経
営事項審査に係る総
合評定値通知書の申
請業種において，平
均完成工事高がない
場合，これらの業種
は申請できません。

特・般 建築一式 第４希望

特・般 大工

特・般 左官

土
木
関
係
建
設
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
業
務

第５希望

特・般
とび・土工・コンクリート

法面処理 測量・建設コン
サルタント

入札参加希望の注意事項
特・般 石 建

築

士

特・般 屋根 入札参加を希望す
る順番に略称で記
入すること。

※測量，土木関係建
設コンサルント（土
木設計），建築関係
建設コンサルタント
（建築設計），地質
調査，補償関係コン
サルタント（補償）
のうちから，入札参
加を希望する業種を
略称で希望順　（第
５希望まで）に記入
すること。

特・般 電気

特・般 管 技

術

士

法

第１希望

特・般 タイル・れんが・ブロック

特・般
鋼構造物 第２希望

鋼橋上部

特・般 鉄筋 第３希望

特・般 ほ装

特・般 しゅんせつ 第４希望

特・般 板金 測

量

特・般 ガラス 第５希望

特・般 塗装

特・般 防水

特・般 内装仕上 事

務

職

特・般 機械器具設置

特・般 熱絶縁

補
償
関
係
関
係
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

各資格区分の技術者
数については，延人
員を記入すること
（重複記入は可能）

特・般 電気通信

特・般 造園

特・般 さく井

特・般 建具

特・般 水道施設 合 計 職 員 数 合計職員数は実人員
を記入すること（事
務職含む）特・般 消防施設

特・般 清掃施設

その他

完成工事高合計
合 計 金 額 ↓

↓ ↓ ↓ ↓

技術
職員数
合計

⇒ 希望業務に〇印（契約委任
先がある場合は，委任先の
営業許可業種にのみ〇印）

黄色がついている箇所には計算式
が入っていますので，記入しない
こと。該当に〇印（契約委任先がある場合

は，委任先に許可があるものに〇
印）

経審に記載し
ているものを
全て記入する
こと。

２年又は３年の平均（経審に記載して
いるもの）を全て記入すること。

技術職員数合計には，経
審に記載している1級・
基幹・2級・その他の技
術職員数合計を全て記入
すること。

↓



    ※欄については，記載しないこと。

03

04      住

05

06      役 （法人の場合のみ役職名を記入してください。個人の場合は記入不要です。）

                                            ﾌﾘｶﾞﾅ
        ㊞

                 

09

11

12

13

14

※測量，土木関係建設コンサルント（土木設計），建築関係建設コンサルタント（建築設計），地質調査，補償関係コンサルタント（補償）のうちから，入札参加を希望する業種を略称で希望順
　（第５希望まで）に記入すること。また有資格者数については，様式１－２の⑰有資格者数によること。

　   代表者名

                ﾌﾘｶﾞﾅ

 職

07
㊞

　　担当者氏名 

    ﾌﾘｶﾞﾅ

08

※01受付番号

     ＦＡＸ番号

                ﾌﾘｶﾞﾅ

矢掛町入札参加資格審査申請書（測量･建設コンサルタント）

             平成２９年６月１日から平成３１年５月３１日において，矢掛町で行われる測量･建設コンサルタント業務等に係る競争に参加する資格の審査を申請します。

             なお，この申請書及び添付書類の内容については，事実と相違しないことを誓約します。

平成　　年　　月　　日

       矢掛町長　　山　野　通　彦　　　殿

     郵便番号 ―

　　電話番号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（実印に限る｡）

02　ＩＳＯ認証取得の有無
     いずれかを○で囲む

     商号又は名称

     電話番号

 所

                ﾌﾘｶﾞﾅ

9000ｼﾘｰｽﾞ　　　有・無

14000ｼﾘｰｽﾞ　　有・無

登録番号 登録年月日

10

     メールアドレス

     登録を受けている事業

登録事業名 登録番号 登録年月日 登録事業名

様式１-１

第３希望 第４希望　　 希望業種 第１希望 第２希望 第５希望

業種別年間平均実績
高（千円）

有資格者数（人）



※１人で２以上の資格を有している場合は，重複して計上すること。（技術士，ＲＣＣＭ，地質調査技士及び補償業務管理士について，１人で複数部門の資格を有している場合も含む。）さらに，技術士において同一部門で選択科目が異なる場合には，
　それぞれ重複して記載すること。ただし，上位の資格と下位の資格がある場合は上位の資格でカウンすること。（例：一人の職員が測量士，測量士補を持っている場合→測量士でカウント。一人の職員が一級建築士と測量士補を持っている場合→
　一級建築士で１名，測量士補で１名カウント）
※全社の人数を記入すること。また，すべての資格について，「技術者経歴書」に記載しておくこと。
※有資格者の合計人数（延べ人数）は，入札参加資格審査申請書と一致すること。

地質調査業務

補償関係コンサルタント業務

補償関係コンサルタント業務

補償関係コンサルタント業務

測　量

土木関係コンサルタント業務

土木関係コンサルタント業務

土木関係コンサルタント業務土木関係建設コンサルタント業務

不動産鑑定士補

様式１－２

16     測量等実績額

②直前２年度分決算 ③直前１年度分決算

① 競 争 参 加 資 格 希 望 業 種 区 分

(千円） (千円） 

平成　　年　　月から

平成　　年　　月まで 平成　　年　　月まで 平成　　年　　月まで 平成　　年　　月まで

平成　　年　　月から 平成　　年　　月から 平成　　年　　月から

(千円） （千円） (千円） 

合　　　　　　　計

土地家屋調査士

17     有資格者数（人）

 測量士  測量士補 環境計量士

建築関係建設コンサルタント業務

不動産鑑定士

総合技術監理部門 林業部門 水産部門建設部門 森林部門  機械部門上下水道部門 衛生工学部門 電子電気部門
司法書士

情報工学部門

④直前２ヵ年間の年間平均実績高

二級土木施工管
理技士

公共用地経験者

一級建築士  二級建築士 建築設備士 建築積算資格者
一級土木施工管

理技士

技　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　術　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　士
地質調査

第一種電気主任
技術者

伝送交換主任技
術者

線路主任技術者  APECエンジニア  ＲCCM 地質調査技士 補償業務管理士



様式１－３

18

1 3 5

19

．

．

．
転　(廃)　業　の　期　間

※⑤は④の内数

     建設コンサルタント及び補償コンサルタント登録業者の登録部門

建　設　コ　ン　サ　ル　タ　ン　ト　業　務 補償コンサルタント業務
2 4 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

水
産
土
木

造
園

都
市
計
画
及
び
地

方
計
画

地
質

土
質
及
び
基
礎

鋼
構
造
物
及
び
コ

ン
ク
リ
ー

ト

ト
ン
ネ
ル

施
工
計
画

、
施
工

設
備
及
び
積
算

建
設
環
境

機
械

電
気
電
子

土
地
調
査

土
地
評
価

物
件

機
械
工
作
物

営
業
補
償
・

特
殊
補
償

事
業
損
失

補
償
関
連

区　　　　　　　　　　分 直　前　決　算　時       (千円) 剰余(欠損)金処分         (千円) 合　　　　計             (千円) 

② 準備金・積立金

③ 次期繰越利益(欠損)金

④　　　　　　　　　　　　　　計

2320 損益計算書 税引前当期利益（千円）Ｓ

  ①      創                              業                   年　　月　　日

〔国名：　　　　　　　　　　　　　　〕 〔国名：　　　　　　　　　　　　　　〕 

％

外

資

状

況

％ 24

21 貸借対照表
③固 定 資 産 （千円）Ｑ

④総 資 本 額 （千円）Ｒ

②流 動 負 債 （千円）Ｎ

①流 動 資 産 （千円）Ｍ

１　外　国　籍　会　社

2　日　本　国　籍　会　社 （外資比率：　　　　％）

（外資比率：　　　　％）（外資比率：　１００％）

３　日　本　国　籍　会　社

〔国名：　　　　　　　　　　　　　　〕 〔国名：　　　　　　　　　　　　　　〕 

休　業　期　間　又　は

  ③

　②

⑤役職員等

                  年　　月　　日  まで

                  年　　月　　日  から

 現組織への変更                   年　　月　　日

25  常勤職員の数 ①技術職員

営

業

年

数

等

％

22 経営比率

 ①総資本純利益率 （Ｓ/Ｒ×１００)

 ②流動比率 （Ｍ/Ｎ×１００)

 ③自己資本固定比率 （Ｐ/Ｑ×１００)

(人) 

②事務職員 ③その他の職員 ④　計

  ④  営　　業　　年　　数 年

鉄
道

上
水
道
及
び
工
業

用
水
道

下
水
道

農
業
土
木

（うち外国資本）

河
川

、
砂
防
及
び

海
岸
・
海
洋

港
湾
及
び
空
港

電
力
土
木

道
路

①
払込資本金

森
林
土
木

⑤　　　　　　　 (Ｐ)　　（再掲)

自

己

資

本

額



測量調査設計業務実績情報サービス（ＴＥＣＲＩＳ）における会社コード 公共建築設計者情報システム（ＰＵＢＤＩＳ）における会社コード

（８桁） （８桁）

測 量

測
量
一
般

2　｢建築関係建設コンサルタント業務｣における｢建築一般｣を希望する方は，建築士法第２３条による登録がなければ希望することはできません。
3　｢補償関係コンサルタント業務｣における｢不動産鑑定｣を希望する方は，不動産の鑑定評価に関する法律第２２条による登録がなければ希望することはできません。

 記載要領
1　｢測量業務｣における｢測量一般｣，｢地図の調整｣及び｢航空測量｣を希望する方は，測量法第55条による登録がなければ希望することはできません。

地
図
の
調
整

航
空
測
量

建
築
一
般

意
匠

登
録

希
望

不
動
産
鑑
定土

地
調
査

土
地
評
価

物
件

機
械
工
作
物

登
記
手
続
等

補 償 コ ン サ ル タ ン ト

営
業
補
償
・
特
殊
補
償

事
業
損
失

補
償
関
連

様式１-４

 登録部門及び希望業務の確認（〇印）

補償関係コンサルタント業務登

録

部

門

及

び

希

望

業

務

業   態   調   書　（測量・建設コンサルタント等）

宅
地
造
成

電
算
関
係

計
算
業
務

資
料
等
整
理

施
工
監
理

構
造

暖
冷
房

衛
生

電
気

建
築
積
算

機
械
積
算

電
気
積
算

工
事
監
理

（
建
築

）

工
事
監
理

（
電
気

）

工
事
監
理

（
機
械

）

調
査

耐
震
診
断

地
区
計
画
及
び
地
域
計
画

建 築 関 係 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務

河
川
・
砂
防
及
び
海
岸
・
海
洋

港
湾
及
び
空
港

建 設 コ ン サ ル タ ン ト

土 木 関 係 建 設 コ ン サ ル タ ン ト 業 務

交
通
量
調
査

環
境
調
査

経
済
調
査

分
析
・
解
析電

力
土
木

道
路

鉄
道

上
水
道
及
び
工
業
用
水
道

下
水
道

農
業
土
木

森
林
土
木

水
産
土
木

廃
棄
物

造
園

都
市
計
画
及
び
地
方
計
画

地
質

土
質
及
び
基
礎

鋼
構
造
及
び
コ
ン
ク
リ
ー

ト

ト
ン
ネ
ル

施
工
計
画
・
施
工
設
備
及
び
積
算

建
設
環
境

機
械

電
気
電
子

地
　
　
　
質
　
　
　
調
　
　
　
査



様式２

年

【記入上の注意】

　測量等実績高について

　常勤職員数について

「直前２年度分決算」「直前１年度分決算」の欄には，業種別に，直前２年の各事業年度において完成した業務の実績高（税
抜）を，各決算期ごとに記入すること。

「①技術職員」及び「②事務職員」の各欄には常時雇用している従業員のうち，専ら測量，建設コンサルタント業務等に従事し
ている職員の数を記入し，「③その他の職員」欄には，それ以外の職員の数を記入する。なお，法人における常勤役員，個人
における事業主は，その勤務実態により①～③のいずれかの欄に含めて記入すること。

本店
所在地

⑤役職員等（④の内数）

営業年数

　 年 　月   日
　 　年 　　月 　　日から
　 　年　　 月　 　日まで

　 　年 　 月 　 日

創 業 休業又は転（廃）業の期間 現組織への変更

常
勤
職
員
数

①技術職員 ②事務職員 ③その他の職員 ④合計

計

営
業
年
数

評価・換算差額金

新株予約権

自
己
資
本
額

区            分 直 前 決 算 時 決算後の増減 合計

株主資本

計

補償関係ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

地質調査

建築関係建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

土木関係建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

測量

    年   月から     年   月から     年   月から     年   月から

    年   月まで     年   月まで     年   月まで     年   月まで

経 営 規 模 等 総 括 表

測
量
等
実
績
高

入札参加資格
希望業種区分

直前２年度分決算 直前１年度分決算
直前２ヶ年間の

年間平均実績高

商号又は名称

ふりがな

千円 千円 千円 千円 千円 

千円 千円 千円 

人 人 人 

千円 千円 

人 

（Ｐ） 

人 



〒

〒

〒

〒

〒

〒

〒

〒

〒

〒

様式３

営　　業　　所　　一　　覧　　表

Ｆ Ａ Ｘ 番  号
営　業　所　名　称 所　　在　　地

電　 話 　番  号

 １　「営業所名称」の欄には，常時契約を締結する本店又は支店等営業所の名称を記載すること。

計　　　　　箇所

 記載要領



様式４

                                                                                                                                                                    

使用印 実　印

㊞

　上記の印鑑は，矢掛町における入札・見積もりに参加し，契約の締結並びに代金の請求及び受領の
ために使用したいのでお届けします。

平成　　年　　月　　日

使　　用　　印　　鑑　　届

 矢掛町長　　山　野　通　彦　　　殿

代 表 者

商号又は名称

住 所



                                                 所　在　地

                                                 商号・名称

                                                 代表者職氏名  ㊞

                                                 所　在　地

                                                 商号・名称

                                                 職　氏　名  ㊞

1  入札及び見積りに関する件

2  契約の締結に関する件

3  代金の請求及び受領に関する件

4  入札における代理人選任に関する件

5

                                                （委任者）

                                             　（受任者）

 　私は，次の者を代理人と定め，平成２９年６月１日から平成３１年５月３１日 まで，矢掛町に対
する下記の権限を委任します。

 その他，上記各号に付帯する件

（委任事項） 受任者使用印鑑

記

様式５

矢掛町長　山　野　通　彦　　　殿

委　　　任　　　状

平成　　年　　月　　日



　　　　　　　　　　　　メールアドレス

 問１

 問２

問３

 問４

　　　　　　⑥その他（具体的に　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

 問５

 問６

             ①保有している②保有していない

 問８

インターネット環境整備状況調
　―建設工事・測量，建設コンサルタント業務等用―

                                           業 者 名

 貴社の本社所在地は何処か。

             ①矢掛町内 ②岡山県内（矢掛町内を除く） ③岡山県外

 貴社の希望業種（業務）は何か。

             ①建設工事 ②測量・建設コンサルタント業務等 ③両方

貴社（契約締結先）にはインターネットに接続されたパソコンを保有していますか。

　　　　　　①保有している　②保有していない

　　※　問３で「①保有している」と回答された方にお聞きします。

インターネットの接続回線の種別は次のどれに該当しますか。

　　　　　　①光　②ＣＡＴＶ　③ＡＤＳＬ　④ＩＳＤＮ　⑤ダイヤルアップ

    ※ 問３で「②保有していない」と回答された方にお聞きします。

 インターネット環境を整備する予定がありますか。

             ①１年以内に整備する予定

             ②数年以内に整備する予定

             ③未定だが，矢掛町の入札が電子入札になれば導入する

             ④導入する予定はない

    ※ 問７で「①保有している」と回答された方にお聞きします。

 貴社（契約締結先）において，岡山県の電子入札に参加したことがありますか。

             ①ある ②無い

 貴社（契約締結先）において，国土交通省等の国の電子入札に参加したことがありますか。

             ①ある ②無い

 問７  貴社（契約締結先）において，岡山県の電子入札に参加するためのＩＣカードを保有していますか。


